
  

  

【表紙】   

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年９月26日 

【中間会計期間】 第107期中(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

【会社名】 日本電工株式会社 

【英訳名】 Nippon Denko Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  三 井 陽一郎 

【本店の所在の場所】 東京都中央区築地一丁目13番14号 

【電話番号】 (03)3546―9319 

【事務連絡者氏名】 常務取締役 総務・関連会社部長  澤 田 純 夫 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区築地一丁目13番14号 

【電話番号】 (03)3546―9319 

【事務連絡者氏名】 常務取締役 総務・関連会社部長  澤 田 純 夫 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第107期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第105期中 第106期中 第107期中 第105期 第106期 

会計期間 

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日 

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日 

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日 

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

売上高 (百万円) 24,405 34,783 31,584 57,866 70,263 

経常利益 (百万円) 2,238 5,450 1,114 7,311 7,140 

中間(当期)純利益 (百万円) 908 3,212 629 2,929 3,727 

純資産額 (百万円) 23,765 28,445 30,408 26,027 30,587 

総資産額 (百万円) 55,594 63,169 61,965 58,772 66,901 

１株当たり純資産額 (円) 222.07 265.97 280.42 243.00 285.78 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 8.47 30.03 5.89 27.06 34.57 

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 42.7 45.0 48.4 44.3 45.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △852 △221 △261 5,028 3,788 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △814 △1,634 △1,847 △2,731 △3,860 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,605 1,679 2,194 △1,807 △528 

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 2,705 3,097 2,850 3,255 2,740 

従業員数 (名) 679 685 678 673 673 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」、および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」に

ついては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 第105期の１株当たり年間配当額には、創業80周年記念配当1.50円が含まれております。 

４ 第107期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第105期中 第106期中 第107期中 第105期 第106期 

会計期間 

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日 

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日 

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日 

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

売上高 (百万円) 20,978 31,105 27,309 50,156 62,179 

経常利益 (百万円) 2,250 5,074 1,219 7,035 6,799 

中間(当期)純利益 (百万円) 955 2,862 778 2,800 3,506 

資本金 (百万円) 11,026 11,026 11,026 11,026 11,026 

発行済株式総数 (千株) 110,433 110,433 110,433 110,433 110,433 

純資産額 (百万円) 23,731 27,913 29,748 25,724 30,007 

総資産額 (百万円) 53,535 60,452 58,858 56,187 63,556 

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 6.50 7.00 

自己資本比率 (％) 44.3 46.2 50.5 45.8 47.2 

従業員数 (名) 419 426 445 416 423 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年６月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社は、日本電工労働組合を結成し、日本基幹産業労働組合連合会に加盟しておりますが、労使関係は安定して

おり、特記すべき事項はありません。なお、連結子会社においては労働組合の結成はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

合金鉄事業 171 

新素材事業 77 

化学品事業 54 

環境システム事業 56 

金属珪素事業 2 

その他の事業 259 

全社(共通) 59 

合計 678 

従業員数(名) 445 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におきます我が国経済は、輸出の増加、民間設備投資の拡大及び底堅い個人消費の推移に支

えられ、景気は着実に回復しました。 

このような情勢のもと、当中間連結会計期間の売上高は前年同期に比べ9.2％減少し31,584百万円となりました。

営業利益は前年同期に比べ74.9%減少し1,251百万円、経常利益は前年同期に比べ79.6％減少し1,114百万円となりま

した。中間純利益は前年同期に比べ80.4％減少し629百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（合金鉄事業） 

合金鉄事業の主要需要先であります鉄鋼業界は、自動車・造船等の製造業向けを中心とした需要が拡大したこと

から堅調に推移し、１～６月の全国粗鋼生産は5,698万トンと前年に引き続き高水準を維持しました。このため当事

業の売上高は、販売数量が増加しましたものの、一方で、一昨年に高騰した合金鉄の国際価格が低下し、21,595百

万円（前年同期比14.7%の減少）となりました。 

（新素材事業） 

新素材事業の主要需要先のうち情報・通信機器の業界は、携帯電話・デジタルカメラの生産増に加え薄型テレビ

などの販売が増加しました。また、希土類磁石の分野では、省エネルギーを目的とした自動車・家電用モーターの

需要が拡大しました。リチウムイオン二次電池材料の分野は、事業領域の拡大により着実に伸長しました。需要業

界の好調さを受け、当事業の売上高は1,716百万円（前年同期比9.5%の増加）となりました。 

（化学品事業） 

化学品事業のうちクロム塩類の主要需要先でありますめっき・表面処理・皮革・顔料などの業界は、クロムフリ

ーの流れにより低調に推移いたしました。非クロム塩類につきましては、テレビ・パソコン用液晶ガラス向けにほ

う酸、酸化ほう素の需要が増加いたしました。当事業の売上高は、価格改定を積極的に進めました結果、4,071百万

円（前年同期比3.3%の増加）となりました。 

（環境システム事業） 

環境システム事業の主要需要先でありますめっき・表面処理などの業界は、本格的な回復に至っておらず低調に

推移しました。しかしながら、循環型社会の構築（省資源・再利用・再資源化）に向けた環境対策への需要は高ま

っており、クロム酸回収事業をはじめ、ほう素回収事業、ニッケル回収事業および用水事業においても新規需要開

拓を図りました結果、当事業の売上高は871百万円（前年同期比5.4%の増加）となりました。 

（金属珪素事業） 

金属珪素事業の主要需要先でありますアルミ合金業界は、自動車産業向けの生産が順調に推移いたしました。ケ

ミカル業界は、珪素樹脂および半導体が堅調でした。当事業の売上高は、国際市況の上昇の影響を受け、984百万円

（前年同期比5.2%の増加）となりました。 

（その他の事業） 

珪カル肥料、電力などその他の事業の売上高は2,346百万円（前年同期比6.5%の増加）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間においては、営業活動によるキャッシュ・フローが261百万円減少し、投資活動によるキャッ

シュ・フローが1,847百万円減少いたしました。また、財務活動によるキャッシュ・フローが2,194百万円増加した

ことにより、当中間連結会計期間の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ110百万円増加し2,850百万円



となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前中間純利益1,177百万円及び減価償却費961百万円を主として、売上債権の減少に伴う2,647百万円の

増加、仕入債務の減少に伴う2,861百万円の減少、法人税等の支払額1,513百万円などにより、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの減少は261百万円（前年同期比40百万円の減少）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形・無形固定資産取得による支出1,671百万円、投資有価証券の取得による支出302百万円、投資有価証券の売

却による収入372百万円などにより、投資活動によるキャッシュ・フローの減少は1,847百万円（前年同期比213百万

円の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期借入金の純増額2,953百万円、親会社による配当金の支払額748百万円などにより、財務活動によるキャッシ

ュ・フローの増加は2,194百万円（前年同期比515百万円の増加）となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 
  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

合金鉄事業 11,322 △31.7 

新素材事業 2,603 40.7 

化学品事業 1,608 △8.1 

環境システム事業 846 4.7 

金属珪素事業 10 1,485.2 

その他の事業 2,080 7.3 

合計 18,471 △19.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

合金鉄事業 21,595 △14.7 

新素材事業 1,716 9.5 

化学品事業 4,071 3.3 

環境システム事業 871 5.4 

金属珪素事業 984 5.2 

その他の事業 2,346 6.5 

合計 31,584 △9.2 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

三井物産㈱ 11,485 33.0 9,629 30.5 

新日本製鐵㈱ 4,782 13.7 3,800 12.0 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、「他社を差異化する製品および技術・サービスを開発提供し、企業価値を

高め、豊かな社会の創造に貢献する」という経営理念のもと、絶対優位な新技術の開発を研究開発方針と位置付け、

研究部門・製造部門及び営業部門が一体となって諸課題の推進に邁進してまいりました。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は205百万円であり、事業別の研究開発活動及び成果は、次

のとおりであります。 

合金鉄事業におきましては、高炭素フェロマンガン・低炭素フェロマンガン・シリコマンガンにつきまして、生産

性向上・原価低減のための技術開発、最適生産プロセスの研究を実施いたしております。高炭素フェロマンガンにつ

きましては、電気炉の高位安定操業のため、原料の最適事前処理技術の開発に取り組み、設備化に結び付けました。

シリコマンガンにつきましては、生産性向上・原価低減のための技術を確立し、中国の合弁会社（錦州日電鉄合金有

限公司）に技術移転を行いました。 

新素材事業におきましては、高炭素フェロボロンにつきまして、原価低減等のための技術開発に取り組んでおりま

す。 酸化ジルコニウムにつきましては、電子材料用を始め、各種用途向け新商品の開発に取り組んでおります。セリ

ガード（紫外線遮断剤）事業につきましては、他物質との複合化の研究を実施して、長波長紫外線（UV-A）の遮断能

力に優れた新商品を開発しております。また、電池材料事業におきましては、リチウムイオン電池（LIB）の正極材料

であるリチウムマンガンスピネル（LMS）の機能向上を狙った研究開発を実施し、ハイブリッド自動車用・モバイル機

器用等、種々の分野の市場拡大に取り組んでおります。 

化学品事業におきましては、6価クロムを含まない環境問題対応型クロム塩類商品の品揃え拡充に向けた研究に取り

組み、新たな商品を開発いたしております。 

環境システム事業におきましては、クロム資源リサイクル事業につきまして、市場への更なる浸透拡大を目指して

不断の研究を続けるとともに、クロム酸回収事業の海外展開を実施いたしております。 また、排水中ほう素の規制強

化に対応すべく開発したほう素の回収・リサイクルシステムにつきまして、受注に直結する応用研究を積極的に進め

たほか、用水系事業につきまして、新システムの構築に向けた研究を進めるなど、市場化優先の技術開発を実施いた

しております。さらに、ふっ素やりんの回収再資源化技術を開発し、商品化を目指しております。 

金属珪素事業につきましては、当社が独自に開発した金属珪素の評価技術・溶解技術を活用し、新規市場への参

入、調達ソースの新規開拓のための技術的側面からの支援研究などを実施いたしております。 

その他の事業におきましても、肥料部門で、商業生産化を果たした米の食味を高める新商品につきまして、販路拡

大及び野菜や果物への用途拡大の試験を継続して行うとともに、複合新商品の開発に取り組んでおります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の変更はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 256,551,000 

計 256,551,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 110,433,614 110,433,614 
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 110,433,614 110,433,614 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年１月１日～ 
平成18年６月30日 

― 110,433,614 ― 11,026 ― 4,991 



(4) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

(注)  １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）及び野村

信託銀行株式会社（投信口）の所有株式数のすべては、信託業務に係るものであります。 

２ 上記のほか、当社所有の自己株式3,524千株（持株比率3.19％）があります。 

３ フィデリティ投信株式会社から、平成18年7月18日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成18年6月30日現在で

6,248千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確

認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、フィデリティ投信株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－３ 6,885 6.24 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 4,708 4.26 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２－１ 4,275 3.87 

株式会社みずほコーポレート銀
行 

東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 4,000 3.62 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 3,819 3.46 

野村信託銀行株式会社（投信
口） 

東京都千代田区大手町２丁目２－２ 2,771 2.51 

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１－20 2,675 2.42 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 2,532 2.29 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,474 2.24 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２－１ 2,250 2.04 

計 ― 36,390 32.95 

大量保有者 フィデリティ投信株式会社 

住所 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 城山トラストタワー 

保有株券等の数 株式 6,248,000株 

株券等保有割合 5.66％ 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が30,000株(議決権30個)含まれて

おります。 

２ 「単元未満株式」の欄には当社所有の自己株式118株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式    3,524,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  105,588,000 105,588 ― 

単元未満株式 普通株式    1,321,614 ― ― 

発行済株式総数            110,433,614 ― ― 

総株主の議決権 ― 105,588 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
日本電工株式会社 

東京都中央区築地一丁目
13番14号 

3,524,000 ― 3,524,000 3.19 

計 ― 3,524,000 ― 3,524,000 3.19 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 432 467 409 423 411 346 

最低(円) 390 364 360 387 331 282 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

また、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

て、中央青山監査法人の中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)及び当

中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、みすず

監査法人及び霞が関監査法人により中間監査を受けております。 

なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付で名称を、みすず監査法人に変更しております。 

また、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間 中央青山監査法人 

 当中間連結会計期間及び当中間会計期間 みすず監査法人及び霞が関監査法人 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     3,229   3,003    2,872  

２ 受取手形及び 
  売掛金 

※1,2   14,052   11,011    13,658  

３ たな卸資産     18,164   18,569    18,862  

４ 繰延税金資産     155   36    236  

５ その他     890   709    1,488  

６ 貸倒引当金     △47   △51    △51  

流動資産合計     36,443 57.7  33,278 53.7   37,067 55.4

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※3,4              

(1) 建物及び 
  構築物 

    5,537   5,675    5,895  

(2) 機械装置 
  及び運搬具 

    8,019   8,482    9,046  

(3) 土地     4,163   4,135    4,166  

(4) その他     1,087   504    430  

有形固定資産 
合計 

    18,808   18,798    19,538  

２ 無形固定資産     268   161    215  

３ 投資その他の 
  資産 

               

(1) 投資有価証券     5,847   7,717    8,277  

(2) 繰延税金資産     337   72    69  

(3) その他     1,476   1,949    1,744  

(4) 貸倒引当金     △13   △11    △11  

投資その他の 
資産合計 

    7,647   9,727    10,080  

固定資産合計     26,725 42.3  28,686 46.3   29,833 44.6

資産合計     63,169 100.0  61,965 100.0   66,901 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形及び 
  買掛金 

※２   7,946   6,204    9,065  

２ 短期借入金 ※６   14,033   14,787    11,833  

３ 一年内返済 
長期借入金 

※４   5,000   ―    5,000  

４ 設備建設手形 
  債務 

※２   1,022   217    1,084  

５ その他     3,525   2,075    5,280  

流動負債合計     31,528 49.9  23,284 37.6   32,265 48.3

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金 ※４   ―   5,000    ―  

２ 繰延税金負債     ―   541    680  

３ 退職給付引当金     2,276   2,312    2,382  

４ 役員退職引当金     458   365    509  

５ その他     49   52    51  

固定負債合計     2,783 4.4  8,272 13.3   3,622 5.4

負債合計     34,311 54.3  31,556 50.9   35,887 53.7

            

(少数株主持分)                

少数株主持分     412 0.7  ― ―   425 0.6

            

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     11,026 17.4  ― ―   11,026 16.5

Ⅱ 資本剰余金     8,693 13.8  ― ―   8,694 13.0

Ⅲ 利益剰余金     8,341 13.2  ― ―   8,856 13.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    1,326 2.1  ― ―   2,800 4.2

Ⅴ 為替換算調整勘定     △385 △0.6  ― ―   △224 △0.3

Ⅵ 自己株式     △556 △0.9  ― ―   △565 △0.9

資本合計     28,445 45.0  ― ―   30,587 45.7

負債、少数株主 
持分及び資本 
合計 

    63,169 100.0  ― ―   66,901 100.0

            



    

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 11,026 17.8   ― ―

２ 資本剰余金    ― ― 8,695 14.0   ― ―

３ 利益剰余金    ― ― 8,707 14.1   ― ―

４ 自己株式    ― ― △574 △0.9   ― ―

 株主資本合計    ― ― 27,854 45.0   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金 

   ― ― 2,546 4.1   ― ―

２ 為替換算 
  調整勘定 

   ― ― △422 △0.7   ― ―

評価・換算 
差額等合計 

   ― ― 2,124 3.4   ― ―

Ⅲ 少数株主持分    ― ― 428 0.7   ― ―

純資産合計    ― ― 30,408 49.1   ― ―

負債純資産合計    ― ― 61,965 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     34,783 100.0  31,584 100.0   70,263 100.0

Ⅱ 売上原価     26,661 76.6  27,311 86.5   56,854 80.9

   売上総利益     8,122 23.4  4,272 13.5   13,409 19.1
Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

               

 １ 商品製品 
   荷造運送費 

  757    804   1,552    

 ２ 販売諸経費   615    497   1,164    
 ３ 貸倒引当金 

繰入額 
  ―    3   1    

 ４ 給料諸手当   667    657   1,343    

 ５ 退職給付費用   37    29   71    
 ６ 役員退職引当金 
   繰入額 

  48    59   98    

 ７ 研究開発費   218    205   464    

 ８ その他   794 3,138 9.1 763 3,021 9.5 1,581 6,279 9.0

   営業利益     4,983 14.3  1,251 4.0   7,130 10.1

Ⅳ 営業外収益                

 １ 受取利息   2    2   4    

 ２ 受取配当金   126    38   135    
 ３ 持分法による 

投資利益 
  427    ―   205    

 ４ 受取手数料   155    29   ―    

 ５ 原材料売却益   ―    74   81    

 ６ その他      140 853 2.5 37 182 0.5 218 645 1.0

Ⅴ 営業外費用                

 １ 支払利息   70    78   153    

 ２ 支払手数料   41    43   85    
 ３ 持分法による 
   投資損失 

  ―    103   ―    

 ４ 本社移転費用   74    ―   74    

 ５ 原材料売却損   ―    33   84    

 ６ その他   200 387 1.1 61 320 1.0 237 635 0.9

   経常利益     5,450 15.7  1,114 3.5   7,140 10.2

Ⅵ 特別利益                
 １ 投資有価証券 

売却益 
  ― ― ― 226 226 0.7 ― ― ―

Ⅶ 特別損失                

 １ 固定資産廃却損 ※１ 128    27   417    

 ２ 退職給付費用   178    ―   356    

 ３ 環境改善費用   ―    ―   149    

 ４ 減損損失 ※２ ― 306 0.9 135 163 0.5 ― 923 1.4
税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    5,143 14.8  1,177 3.7   6,216 8.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,870    308   2,559    

法人税等調整額   61 1,931 5.6 231 539 1.7 △76 2,483 3.5
少数株主利益 
又は少数株主 
損失(△) 

    △0 △0.0  7 0.0   5 0.0

中間(当期) 
純利益 

    3,212 9.2  629 2.0   3,727 5.3

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     8,693   8,693 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

    自己株式処分差益   0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

    8,693   8,694 

   

(利益剰余金の部)         

Ⅰ 利益剰余金期首残高     5,854   5,854 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

   中間(当期)純利益   3,212 3,212 3,727 3,727 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

 １ 配当金   695   695   

 ２ 役員賞与   30 725 30 725 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

    8,341   8,856 

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  
株主資本 評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産 
合計 

資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己 
株式 

株主資本

合計 
その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残

高(百万円) 
11,026 8,694 8,856 △565 28,011 2,800 △224 2,576 425 31,013 

中間連結会計期間中

の変動額 
                    

 剰余金の配当 
(百万円) 

    △748   △748         △748 

 役員賞与 
(百万円) 

    △30   △30         △30 

 中間純利益 
(百万円) 

    629   629         629 

 自己株式の取得 
(百万円) 

      △9 △9         △9 

 自己株式の処分 
(百万円) 

  0   0 1         1 

 株主資本以外の項
目の中間連結会計
期間中の変動額(純
額) (百万円) 

          △253 △198 △451 3 △448 

中間連結会計期間中

の変動額合計(百万

円) 
― 0 △148 △8 △156 △253 △198 △451 3 △604 

平成18年６月30日残

高(百万円) 
11,026 8,695 8,707 △574 27,854 2,546 △422 2,124 428 30,408 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

        

 １ 税金等調整前中間(当期) 
純利益 

  5,143 1,177 6,216 

 ２ 減価償却費   997 961 1,970 

 ３ 減損損失   ― 135 ― 

 ４ 連結調整勘定償却額   △2 ― △2 
 ５ 貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  △1 0 △0 

 ６ 退職給付引当金の増減額 
（減少：△） 

  225 △69 331 

 ７ 役員退職引当金の増減額 
  （減少：△） 

  75 △143 126 

 ８ 受取利息及び配当金   △129 △40 △140 

 ９ 支払利息   70 78 153 

 10 為替差損益（差益：△）   △17 △24 △85 
 11 持分法による投資損益 
（利益：△） 

  △427 103 △205 

 12 投資有価証券売却益   ― △226 ― 

 13 有形固定資産廃却損   128 27 417 

 14 環境改善費用   ― ― 149 
 15 売上債権の増減額 
（増加：△） 

  △636 2,647 △243 

 16 たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  △3,307 292 △4,005 

 17 前渡金の増減額 
（増加：△） 

  347 483 △120 

 18 仕入債務の増減額 
（減少：△） 

  1,029 △2,861 2,148 

 19 役員賞与の支払額   △30 △30 △30 
20 預り金の増減額 
（減少：△） 

  △964 △1,378 413 

 21 その他   △719 134 △181 

    小計   1,781 1,268 6,913 

 22 利息及び配当金受取額   154 65 164 

 23 利息の支払額   △70 △81 △153 

 24 法人税等の支払額   △2,086 △1,513 △3,136 

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

  △221 △261 3,788 



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

        

 １ 定期預金の払戻による収入   1 ― 1 
 ２ 有形・無形固定資産取得 
   による支出 

  △1,441 △1,671 △3,215 

 ３ 有形固定資産売却による 
   収入 

  58 0 63 

 ４ 投資有価証券の取得による 
   支出 

  △4 △302 △8 

 ５ 投資有価証券の売却による 
   収入 

  0 372 0 

６ 連結子会社株式の取得 
による支出 

  △0 ― △0 

７ ゴルフ会員権の取得による
支出 

  ― △12 ― 

 ８ 貸付けによる支出   △30 △0 △48 

 ９ 貸付金の回収による収入   6 16 9 

 10 出資金の払込による支出   △301 △228 △471 

 11 出資金の回収による収入   180 3 180 

 12 その他   △101 △24 △369 

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

  △1,634 △1,847 △3,860 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

        

 １ 短期借入金の純増減額 
（減少：△） 

  2,391 2,953 191 

 ２ 長期借入金の返済による 
支出 

  ― △5,000 ― 

３ 長期借入れによる収入   ― 5,000 ― 

 ４ 自己株式の取得による支出   △13 △9 △22 

 ５ 自己株式の売却による収入   0 1 1 
 ６ 親会社による配当金の 
   支払額 

  △695 △748 △695 

 ７ 少数株主への配当金の 
   支払額 

  △3 △2 △3 

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

  1,679 2,194 △528 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

  17 24 85 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額（減少：△） 

  △158 110 △515 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

  3,255 2,740 3,255 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※１ 3,097 2,850 2,740 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(1) 連結の範囲に関する事項 

(イ)連結子会社は８社でありま

す。 

主要な連結子会社名は、共栄

産業㈱、リケン工業㈱、栗山興

産㈱、電工興産㈱、日電カーボ

ン㈱であります。 

(1) 連結の範囲に関する事項 

(イ)同左 

(1) 連結の範囲に関する事項 

(イ)連結子会社は８社でありま

す。 

主要な連結子会社名は、共栄

産業㈱、リケン工業㈱、栗山興

産㈱、電工興産㈱、日電カーボ

ン㈱であります。 

(ロ)非連結子会社は２社であり

ます。主要な非連結子会社名は

NDリサイクル・リミテッドであ

ります。非連結子会社２社は、

いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため連結

の範囲から除いております。 

(ロ)非連結子会社は２社であり

ます。非連結子会社名はNDリサ

イクル・リミテッド、錦州日電

鉄合金有限公司であります。非

連結子会社２社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲から

除いております。 

(ロ)非連結子会社は２社であり

ます。主要な非連結子会社名は

NDリサイクル・リミテッドであ

ります。非連結子会社２社は、

いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため連結の範

囲から除いております。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

(イ)持分法を適用した非連結子

会社は１社であります。適用会

社名は、NDリサイクル・リミテ

ッドであります。 

 なお、錦州日電鉄合金有限公

司に対する投資については、中

間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法適用会社の範

囲から除いております。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

(イ)同左 

  

(2) 持分法の適用に関する事項 

(イ)持分法を適用した非連結子

会社は１社であります。適用会

社名は、NDリサイクル・リミテ

ッドであります。 

なお、錦州日電鉄合金有限公

司に対する投資については、当

期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がない

ため、持分法適用会社の範囲か

ら除いております。 

(ロ)関連会社３社に対する投資

については、持分法を適用して

おります。主要な適用会社名

は、NSTフェロクロム・リミテ

ッド、日高エレクトロン㈱であ

ります。 

なお、RIKO・リミテッドに対

する投資については、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、持分法適用会社の範囲から

除いております。 

(ロ)同左 

  

(ロ)関連会社３社に対する投資

については、持分法を適用して

おります。主要な適用会社名

は、NSTフェロクロム・リミテ

ッド、日高エレクトロン㈱であ

ります。 

なお、RIKO・リミテッドに対

する投資については、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、

持分法適用会社の範囲から除い

ております。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(ハ)親会社投資勘定と持分法適

用会社資本勘定との相殺消去は

段階法によっております。な

お、この相殺消去の結果生じた

投資差額は連結の場合に準じて

発生日以降５年間で均等償却し

ております。 

――――――― 

  

――――――― 

  

(3) 連結子会社の中間決算日に関す

る事項 

 すべての連結子会社の中間決

算日は、中間連結決算日と一致

しております。 

(3) 連結子会社の中間決算日に関す

る事項 

   同左 

(3) 連結子会社の事業年度に関する

事項 

   すべての連結子会社の事業年

度の末日は、連結決算日と一致

しております。 

(4) 会計処理基準に関する事項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

・有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

(4) 会計処理基準に関する事項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

・有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

(4) 会計処理基準に関する事項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

・有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

・デリバティブ 

    時価法によっておりま

す。 

・デリバティブ 

    同左 

・デリバティブ 

 同左 

・たな卸資産 

 主として、移動平均法

による原価法によってお

ります。 

・たな卸資産 

      同左 

・たな卸資産 

 同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

・有形固定資産 

 主として定額法によっ

ております。 

 ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用して

おります。 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

・有形固定資産 

     同左 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

・有形固定資産 

     同左 

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

建物及び構築物 

７年～60年 

機械装置及び運搬具 

２年～20年 

    

・無形固定資産 

 ソフトウェア(自社利

用)については、社内に

おける利用可能期間(５

年)に基づく定額法、そ

れ以外の無形固定資産に

ついては残存価額を零と

する定額法によっており

ます。 

・無形固定資産 

     同左 

・無形固定資産 

     同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

・貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失

に備えて、一般債権につ

いては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上して

おります。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

・貸倒引当金 

     同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

・貸倒引当金 

     同左 



    

  
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

・退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)によ

る定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

することとしておりま

す。 

 なお、会計基準変更時

差異(1,781百万円)につ

いては、５年による按分

額を費用処理しておりま

す。 

・退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)によ

る定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

することとしておりま

す。 

  

・退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年

度末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)によ

る定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

することとしておりま

す。 

      なお、会計基準変更時

差異(1,781百万円)につ

いては、５年による按分

額を費用処理しておりま

す。 

・役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく当

中間連結会計期間末要支給額

を計上しております。 

・役員退職引当金 

同左 

  ・役員退職引当金 

    役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を計

上しております。 

(ニ)重要なリース取引の処理方

法 

  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(ニ)重要なリース取引の処理方

法 

 同左 

(ニ)重要なリース取引の処理方

法 

 同左 

(ホ)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 

(ホ)消費税等の会計処理 

    同左 

(ホ)消費税等の会計処理 

    同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(5) 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金及び

随時引出し可能な預金並びに取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない短期的投資からなってお

ります。 

(5) 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   同左 

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金及び随時

引出し可能な預金並びに取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い短期的投資からなっておりま

す。 



会計処理の変更 

  
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利

益は8百万円増加し、税金等調整前

中間純利益は127百万円減少してお

ります。なお、減損損失累計額につ

いては、改正後の中間連結財務諸表

規則に基づき各資産の金額から直接

控除しております。 

 また、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

――――――― 

  

――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお、従来の資本の部の

合計に相当する金額は、29,979百万

円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

――――――― 

  



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

（中間連結損益計算書） 

 １ 賃貸料 

前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし

た営業外収益の「賃貸料」（当中間連結会計期間13百

万円）は、営業外収益の合計額の100分の10以下とな

ったため、「その他」に含めて表示しております。 

（中間連結損益計算書） 

――――――― 

  

２ 原材料売却益 

前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし

た営業外収益の「原材料売却益」（当中間連結会計期

間69百万円）は、営業外収益の合計額の100分の10以

下となったため、「その他」に含めて表示しておりま

す。 

１ 原材料売却益 

前中間連結会計期間において営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりました「原材料売却益」

（前中間連結会計期間69百万円）は、営業外収益の合

計額の100分の10を超えたため、区分掲記しておりま

す。 

――――――― 

  

２ 原材料売却損 

前中間連結会計期間において営業外費用の「その

他」に含めて表示しておりました「原材料売却損」

（前中間連結会計期間34百万円）は、営業外費用の合

計額の100分の10を超えたため、区分掲記しておりま

す。 



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当中間連結

会計期間から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理

費が49百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前中間純

利益が同額減少しております。 

――――――― 「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計

年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理

費が84百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純

利益が同額減少しております。 

――――――― 

  

（株主資本等変動計算書に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「株主

資本等変動計算書に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準第６号）

及び「株主資本等変動計算書に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月27日 企

業会計基準適用指針第９号）を適用

しております。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間から「中間

連結株主資本等変動計算書」を作成

しております。 

 また、前中間連結会計期間まで作

成しておりました「中間連結剰余金

計算書」は、本改正により廃止さ

れ、当中間連結会計期間からは作成

しておりません。 

――――――― 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

項目 
前中間連結会計期間末
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

※１ 受取手形割引高及

び裏書譲渡高 
      

受取手形割引高 

受取手形裏書 
譲渡高 

733百万円

116百万円

621百万円

132百万円

669百万円

157百万円

※２ 中間連結会計期間

(連結会計年度)の期

末日満期手形の取扱

い 

      

   期末日満期手形の

会計処理は、満期日

に決済されたものと

して処理されており

ます。 

   なお、期末日満期

手形の金額は、次の

とおりであります。 

―――― ――――   

  

  

  

  

  

(期末日満期手形) 

受取手形 

支払手形 

設備建設手形債務 

    343百万円

270百万円

97百万円

※３ 有形固定資産減価

償却累計額 
29,687百万円 30,428百万円 29,634百万円

※４ 担保に供している

資産 

建物及び構築物 

機械装置 
及び運搬具 

土地 

合計 

  

(工場財団帳簿価額) 

4,548百万円

6,641百万円

3,072百万円

14,263百万円

  

(工場財団帳簿価額) 

4,785百万円

7,220百万円

3,075百万円

15,081百万円

  

(工場財団帳簿価額) 

4,925百万円

7,685百万円

3,075百万円

15,686百万円

   上記担保資産が供

されている債務 
一年内返済 
長期借入金 

長期借入金 

  

  

5,000百万円

― 

  

  

― 

5,000百万円

  

  

5,000百万円

― 

 ５ 偶発債務 

   連結子会社以外の

会社及び従業員の金

融機関からの借入金

に対する債務保証 

日高エレクトロン
㈱ 

錦州日電鉄合金 

有限公司 

従業員 

合計 

  

  

  

  

  

 なお、日高エレクトロ

ン㈱への債務保証は連帯

保証であり、当社の負担

額は953百万円でありま

す。 

1,906百万円

― 

3百万円

1,909百万円

  

  

  

  

  

 なお、日高エレクトロ

ン㈱への債務保証は連帯

保証であり、当社の負担

額は808百万円でありま

す。 

1,616百万円

781百万円

3百万円

2,400百万円

  

  

  

  

  

 なお、日高エレクトロ

ン㈱への債務保証は連帯

保証であり、当社の負担

額は880百万円でありま

す。 

1,761百万円

237百万円

3百万円

2,002百万円

        



  

  

(中間連結損益計算書関係) 
  

項目 
前中間連結会計期間末
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

※６ コミットメントラ

インの設定 

  

  

  

  

  

  

  

  借入枠 

  借入実行残高 

  差引 

 当社グループは、運転

資金の安定調達による手

元資金の圧縮及び資金管

理業務の合理化を目的と

し、㈱みずほコーポレー

ト銀行を主幹事とし取引

銀行８行との間に融資枠

(コミットメントライン)

を設定しております。 

  14,000百万円

  14,000百万円

  ― 

 当社グループは、運転

資金の安定調達による手

元資金の圧縮及び資金管

理業務の合理化を目的と

し、㈱みずほコーポレー

ト銀行を主幹事とし取引

銀行７行との間に融資枠

(コミットメントライン)

を設定しております。 

  14,000百万円

  14,000百万円

  ― 

 当社グループは、運転

資金の安定調達による手

元資金の圧縮及び資金管

理業務の合理化を目的と

し、㈱みずほコーポレー

ト銀行を主幹事とし取引

銀行８行との間に融資枠

(コミットメントライン)

を設定しております。 

  14,000百万円

  11,700百万円

  2,300百万円

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 固定資産廃却損(主

なもの) 

  

建物及び 
構築物 

77百万円

   

機械装置
及び運搬具 

16百万円

 

建物及び 
構築物 

225百万円

機械装置 
及び運搬具 

183百万円

※２ 減損損失 ――――――― 
  

  
  
  

当中間連結会計期間に
おいて、当社グループは
以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上して
おります。 

――――――― 
  

  
  
  

  

  

場所 用途 種類 

新潟県
製造

設備

建物及び構築物
機械装置及び運
搬具 
土地 
その他 

  

  

当社グループは、管理
会計上の区分等を概ね独
立したキャッシュ・フロ
ーを生み出す最小単位と
して、資産のグルーピン
グをしております。 
その結果、収益性の低
下等により、回収可能価
額が帳簿価額を下回った
上記資産グループの帳簿
価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減
損損失（135百万円）と
して特別損失に計上いた
しました。その内訳は、
建物及び構築物47百万
円、機械装置及び運搬具
56百万円、土地30百万
円、その他1百万円であ
ります。 
当該資産グループの回
収可能価額は、正味売却
価額により測定してお
り、正味売却価額は、重
要性が乏しいため、固定
資産税評価額を基準とし
て算定しております。 



 (中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求によるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 
前連結会計年度
末株式数 

当中間連結会計
期間増加株式数 

当中間連結会計
期間減少株式数 

当中間連結会計 
期間末株式数 

摘要 

普通株式（株） 110,433,614 ― ― 110,433,614   

株式の種類 
前連結会計年度
末株式数 

当中間連結会計
期間増加株式数 

当中間連結会計
期間減少株式数 

当中間連結会計 
期間末株式数 

摘要 

普通株式（株） 3,503,841 23,999 3,722 3,524,118 

（注）１，

２ 

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年3月30日
定時株主総会 

普通株式 748 7 平成17年12月31日 平成18年3月31日 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等

物の中間期末(期末)

残高と中間連結貸借

対照表(連結貸借対照

表)に掲記されている

科目の金額との関係 

      

現金及び預金勘定 

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

現金及び現金同等物 

3,229百万円

△132百万円

3,097百万円

3,003百万円

△153百万円

2,850百万円

2,872百万円

△132百万円

2,740百万円



 (リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引 

(借主側) 

      

(1) リース物件の取得価

額相当額、減価償却

累計額相当額及び中

間期末(期末)残高相

当額 

      

  

機械装置及び運搬具 

その他（工具器具及
び備品） 

合計 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末

残高 
相当額 
(百万円)

93 37 56

39 28 11

132 65 67

取得価額

相当額 
(百万円)

 

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円)

 

中間期末

残高 
相当額 
(百万円)

83 36 47

41 26 14

125 62 62

取得価額

相当額 
(百万円)

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
(百万円) 

88 31 56

49 33 15

137 65 72

(2) 未経過リース料中間

期末(期末)残高相当

額 

      

１年内 

１年超 

合計 

なお、取得価額相当額及

び未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。 

20百万円

46百万円

67百万円

同左 

19百万円

42百万円

62百万円

なお、取得価額相当額及

び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。 

23百万円

49百万円

72百万円

        

(3) 支払リース料及び減

価償却費相当額 

      

支払リース料 

減価償却費相当額 

10百万円

10百万円

10百万円

10百万円

23百万円

23百万円

        

(4) 減価償却費相当額の

算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

    （減損損失について） 

 リース資産に配分され

た減損損失はありませ

ん。 

  



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

当中間連結会計期間末(平成18年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

種類 
前中間連結会計期間末
(平成17年６月30日) 

その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 1,365 3,603 2,237 

合計 1,365 3,603 2,237 

種類 
前中間連結会計期間末
(平成17年６月30日) 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 385 

合計 385 

種類 
当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 1,534 5,820 4,285 

合計 1,534 5,820 4,285 

種類 
当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式 425 

合計 425 



前連結会計年度末(平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

 (デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成18年１

月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

   デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

 （注）時価の算定方法は、先物為替相場によっております。 

種類 
前連結会計年度末
(平成17年12月31日) 

その他有価証券 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 1,369 6,090 4,721 

合計 1,369 6,090 4,721 

種類 
前連結会計年度末
(平成17年12月31日) 

その他有価証券 連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式 388 

合計 388 

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益 
(百万円) 

市場取引 為替予約取引       

以外の 買建       

取引   米ドル 6 ― 6 △0 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  
合金鉄 
事業 
(百万円) 

新素材 
事業 
(百万円) 

化学品
事業 
(百万円)

環境シス
テム事業
(百万円)

金属珪素
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

 売上高及び営業利益                   

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

25,311 1,566 3,941 826 935 2,202 34,783 ― 34,783 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

164 20 36 14 27 987 1,252 (1,252) ― 

計 25,475 1,586 3,977 841 963 3,190 36,035 (1,252) 34,783 

営業費用 20,363 1,781 4,147 698 948 3,112 31,052 (1,252) 29,799 

営業利益又は 
営業損失(△) 

5,112 △194 △169 143 14 78 4,983 (－) 4,983 

  
合金鉄 
事業 
(百万円) 

新素材 
事業 
(百万円) 

化学品
事業 
(百万円)

環境シス
テム事業
(百万円)

金属珪素
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

 売上高及び営業利益                   

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

21,595 1,716 4,071 871 984 2,346 31,584 ― 31,584 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

130 24 37 14 24 944 1,175 (1,175) ― 

計 21,725 1,741 4,109 885 1,008 3,290 32,760 (1,175) 31,584 

営業費用 20,598 1,722 4,253 712 969 3,252 31,508 (1,175) 30,332 

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,126 18 △144 173 38 38 1,251 (―) 1,251 



前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

  

(注) １ 事業区分の方法 

    事業区分の方法は、製品の種類・性質、製造方法、販売市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

  

  

３ 固定資産の減損に係る会計基準（当中間連結会計期間） 

     当中間連結会計期間より、会計処理の変更に記載の通り、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の「新素材事業」に与える影響は軽微であ

ります。 

  

  
合金鉄 
事業 
(百万円) 

新素材 
事業 
(百万円) 

化学品
事業 
(百万円)

環境シス
テム事業
(百万円)

金属珪素
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

 売上高及び営業利益                   

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

49,831 3,583 7,992 1,732 1,894 5,229 70,263 ― 70,263 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

301 41 66 29 48 1,835 2,322 (2,322) ― 

計 50,133 3,624 8,058 1,761 1,943 7,064 72,586 (2,322) 70,263 

営業費用 42,530 4,325 8,470 1,461 1,899 6,770 65,456 (2,322) 63,133 

営業利益又は 
営業損失(△) 

7,602 △700 △411 300 44 294 7,130 (―) 7,130 

事業区分 主要な事業内容 

合金鉄事業 
フェロマンガン、シリコマンガン、フェロクロム、フェロシリコン、フェロバナ

ジウム、その他の特殊金属製品の製造・販売等 

新素材事業 
フェロボロン、金属クロム、酸化ジルコニウム、リチウムイオン二次電池材料等

の製造・販売 

化学品事業 クロム塩類、ほう素類等の製造・販売 

環境システム事業 クロム酸回収、ほう素回収、ニッケル回収事業等 

金属珪素事業 金属けい素等の製造・販売 

その他の事業 

酸・アルカリ類、金属製品、貴金属化合物等の販売、珪カル肥料、アルミ粒、微

粒黒鉛、ペースト、サンプラー等鉄鋼用分析測定機器、アルミ電極箔等の製造・

販売、プラスチックの加工・販売、港湾荷役・構内作業の請負、水力発電による

電力の供給、コンクリート廃材等の再生加工・販売 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年１月１

日 至 平成18年６月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日)において、本国以

外の国又は地域に所在する連結子会社はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年１月１

日 至 平成18年６月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日)における海外売上

高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  



 (１株当たり情報) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 265円97銭 280円42銭 285円78銭 

１株当たり中間（当
期）純利益 

30円03銭 5円89銭 34円57銭 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式がないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式がないため

記載しておりません。 

（追加情報） 

 当中間連結会計期間よ

り、改正後の「１株当たり

当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年１月31日

企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年１月31日

企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

 これによる影響はありま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため

記載しておりません。 



(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間（当期）純利益 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

中間連結貸借対照表
の純資産の部の合計
額(百万円) 

― 30,408 ― 

普通株主に係る純資
産額(百万円) 

― 29,979 ― 

中間連結貸借対照表
の純資産の部の合計
額と１株当たり純資
産額の算定に用いら
れた普通株式に係る
中間連結会計期間末
の純資産額との差額
の主な内訳 
(百万円)） 
少数株主持分 ― 428 ― 

普通株式の発行済株
式数(株) 

― 110,433,614 ― 

普通株式の自己株式
数（株） 

― 3,524,118 ― 

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
普通株式の数（株） 

― 106,909,496 ― 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

中間連結損益計算書

上の中間（当期）純

利益(百万円) 

3,212 629 3,727 

普通株主に帰属しな
い金額(百万円) 

― ― 30 

（うち利益処分による
役 員 賞 与 金 ( 百 万
円)） 

（―） （―） （30）

普通株式に係る中間
（当期）純利益(百万
円) 

3,212 629 3,697 

普通株式の期中平均
株式数(株) 

106,964,995 106,919,855 106,952,139 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

 １ 現金及び預金     2,204   1,742    1,883  

 ２ 受取手形 ※４   2,468   1,507    1,622  

 ３ 売掛金     10,045   7,508    9,848  

 ４ たな卸資産     17,752   18,138    18,487  

 ５ その他     1,171   858    1,810  

 ６ 貸倒引当金     △8   △8    △8  

   流動資産合計     33,634 55.6  29,747 50.5   33,643 52.9

Ⅱ 固定資産                

 １ 有形固定資産 ※1,3              

  (1) 建物     3,511   3,446    3,589  

  (2) 機械装置     7,882   8,332    8,884  

  (3) 土地     4,084   4,055    4,086  

  (4) その他     2,972   2,599    2,596  

   有形固定資産 
   合計 

    18,451   18,434    19,156  

 ２ 無形固定資産     264   157    211  

 ３ 投資その他の 
   資産 

               

  (1) 投資有価証券     6,707   8,925    9,153  

  (2) その他     1,399   1,594    1,393  

  (3) 貸倒引当金     △4   △2    △2  

   投資その他の 
   資産合計 

    8,101   10,518    10,544  

   固定資産合計     26,817 44.4  29,110 49.5   29,912 47.1

   資産合計     60,452 100.0  58,858 100.0   63,556 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

 １ 支払手形 ※４   674   657    861  

 ２ 買掛金     5,404   3,388    5,956  

 ３ 短期借入金 ※６   14,430   14,830    12,130  

 ４ 一年内返済 
   長期借入金 

※１   5,000   ―    5,000  

 ５ その他 ※4,5   4,443   2,179    6,219  

   流動負債合計     29,952 49.5  21,054 35.8   30,167 47.5

Ⅱ 固定負債                

 １ 長期借入金 ※１   ―   5,000    ―  

２ 繰延税金負債     ―   521    658  

 ３ 退職給付引当金     2,167   2,186    2,258  

 ４ 役員退職引当金     419   346    465  

   固定負債合計     2,586 4.3  8,054 13.7   3,382 5.3

   負債合計     32,539 53.8  29,109 49.5   33,549 52.8

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     11,026 18.2  ― ―   11,026 17.4

Ⅱ 資本剰余金                

 １ 資本準備金     4,991   ―    4,991  

 ２ その他 
   資本剰余金 

               

  (1) 資本準備金  
    減少差益 

    3,700   ―    3,700  

  (2) 自己株式 
    処分差益 

    2   ―    2  

   資本剰余金合計     8,693 14.4  ― ―   8,694 13.7

Ⅲ 利益剰余金                

 １ 利益準備金     1,299   ―    1,299  

 ２ 任意積立金     2,671   ―    2,671  

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益 

    3,479   ―    4,123  

   利益剰余金合計     7,450 12.3  ― ―   8,093 12.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    1,300 2.2  ― ―   2,757 4.3

Ⅴ 自己株式     △556 △0.9  ― ―   △565 △0.9

   資本合計     27,913 46.2  ― ―   30,007 47.2

   負債・資本合計     60,452 100.0  ― ―   63,556 100.0

            



    

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 11,026 18.7   ― ―

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金    ―  4,991   ―  

(2) その他 
  資本剰余金 

   ―  3,703   ―  

資本剰余金合計    ― ― 8,695 14.8   ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金    ―  1,299   ―  

(2) その他 
  利益剰余金 

         

別途積立金    ―  4,671   ―  

繰越利益 
剰余金 

   ―  2,123   ―  

利益剰余金合計    ― ― 8,093 13.8   ― ―

４ 自己株式    ― ― △574 △1.0   ― ―

株主資本合計    ― ― 27,240 46.3   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金 

   ―  2,507   ―  

評価・換算差額 
等合計 

   ― ― 2,507 4.2   ― ―

純資産合計    ― ― 29,748 50.5   ― ―

負債純資産合計    ― ― 58,858 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     31,105 100.0  27,309 100.0   62,179 100.0

Ⅱ 売上原価     23,439 75.4  23,505 86.1   49,826 80.1

   売上総利益     7,665 24.6  3,804 13.9   12,352 19.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    2,780 8.9  2,647 9.7   5,526 8.9

   営業利益     4,884 15.7  1,157 4.2   6,826 11.0

Ⅳ 営業外収益                

 １ 受取利息・ 
   配当金 

    223   126    231  

 ２ その他     301   146    307  

   営業外収益合計     524 1.7  272 1.0   539 0.8

Ⅴ 営業外費用                

 １ 支払利息     71   78    152  

 ２ その他     263   131    413  

   営業外費用合計     335 1.1  210 0.7   566 0.9

   経常利益     5,074 16.3  1,219 4.5   6,799 10.9

Ⅵ 特別利益                

１ 投資有価証券 
  売却益 

    ―   226    ―  

特別利益合計     ― ―  226 0.8   ― ―

Ⅶ 特別損失                

 １ 固定資産廃却損 ※１   126   27    414  

 ２ 退職給付費用     168   ―    337  

 ３ 環境改善費用     ―   ―    149  

 ４ 減損損失 ※３   ―   135    ―  

特別損失合計     295 0.9  163 0.6   901 1.4

税引前中間 
(当期)純利益 

    4,779 15.4  1,283 4.7   5,897 9.5

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,836    272   2,446    

法人税等調整額   80 1,916 6.2 233 505 1.9 △54 2,391 3.9

中間(当期) 
純利益 

    2,862 9.2  778 2.8   3,506 5.6

前期繰越利益     617   ―    617  

中間(当期) 
未処分利益 

    3,479   ―    4,123  

        



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本準備金
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日

残高(百万円) 
11,026 4,991 3,702 8,694 1,299 2,671 4,123 8,093 △565 27,249 

中間会計期間中の

変動額 
                    

積立金の積立

(百万円) 
          2,000 △2,000 ―   ― 

剰余金の配当

(百万円) 
            △748 △748   △748 

役員賞与 
(百万円) 

            △30 △30   △30 

中間純利益 
(百万円)             778 778   778 

自己株式の取得

(百万円) 
                △9 △9 

自己株式の処分

(百万円) 
    0 0         0 1 

 株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額 
(純額)  
(百万円) 

                    

中間会計期間中の
変動額合計 
(百万円) 

― ― 0 0 ― 2,000 △2,000 △0 △8 △8 

平成18年６月30日

残高(百万円) 
11,026 4,991 3,703 8,695 1,299 4,671 2,123 8,093 △574 27,240 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日

残高(百万円) 
2,757 2,757 30,007 

中間会計期間中の

変動額 
      

積 立金の積立

(百万円) 
    ― 

剰 余金の配当

(百万円) 
    △748 

役員賞与 
(百万円) 

    △30 

中間純利益 
(百万円)     778 

自己株式の取得

(百万円) 
    △9 

自己株式の処分

(百万円) 
    1 

 株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額 
(純額)  
(百万円) 

△250 △250 △250 

中間会計期間中の
変動額合計 
(百万円) 

△250 △250 △258 

平成18年６月30日

残高(百万円) 
2,507 2,507 29,748 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産(商品・製品・半

製品・原材料・仕掛品・貯蔵

品) 

 移動平均法による原価法によ

っております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産(商品・製品・半

製品・原材料・仕掛品・貯蔵

品) 

   同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産(商品・製品・半

製品・原材料・仕掛品・貯蔵

品) 

   同左 

(2) 有価証券 

・子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法  

(2) 有価証券 

・子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

 同左 

(2) 有価証券 

・子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

同左 

(3) デリバティブ 

時価法によっております。 

(3) デリバティブ 

同左 

(3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 徳島工場・北陸工場は定額法

を、その他の事業所は定率法を

採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を

除く)については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物 ７年～47年

機械装置 ７年～20年

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

   同左 

(2) 無形固定資産 

 ソフトウェア(自社利用)につ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法、そ

れ以外の無形固定資産について

は残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(2) 無形固定資産 

   同左 

(2) 無形固定資産 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

て、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

   同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

 なお、会計基準変更時差異

(1,688百万円)については、５

年による按分額を費用処理して

おります。 

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

  

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

   なお、会計基準変更時差異

(1,688百万円)については、５

年による按分額を費用処理して

おります。 

(3) 役員退職引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当中間

会計期間末要支給額を計上して

おります。 

(3) 役員退職引当金 

   同左 

(3) 役員退職引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当事業

年度末要支給額を計上しており

ます。 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

  同左 

４ リース取引の処理方法 

  同左 

５ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

５ 消費税等の会計処理 

 同左 

５ 消費税等の会計処理 

 同左 



会計処理の変更 

  
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利

益は8百万円増加し、税引前中間純

利益は127百万円減少しておりま

す。なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

――――――― 

  

――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお、従来の資本の部の

合計に相当する金額は、29,748百万

円であります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

――――――― 

  



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当中間会計

期間から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理

費が49百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益が

同額減少しております。 

――――――― 「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度

から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従

い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理

費が84百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益が

同額減少しております。 

――――――― 

  

（株主資本等変動計算書に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「株主資本

等変動計算書に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第６号）及び

「株主資本等変動計算書に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準適用指針第９号）を適用して

おります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間から中間損益計

算書の末尾は中間純利益とされてお

ります。 

 また、当中間会計期間から「中間

株主資本等変動計算書」を作成して

おります。 

――――――― 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年６月30日) 

前事業年度末 
(平成17年12月31日) 

※１ 担保に供している

資産 

      

   (工場財団) 

   上記担保資産が供

されている債務 

有形固定資産 

一年内返済 
長期借入金 

長期借入金 

  

  

  

14,263百万円

5,000百万円

――― 

  

  

  

15,081百万円

――― 

5,000百万円

  

  

  

15,686百万円

5,000百万円

――― 

        

 ２ 偶発債務       

   次の会社及び従業員

の金融機関からの借入

金に対する債務保証 

日高エレクトロン
㈱ 
錦州日電鉄合金有
限公司 

従業員 

合計 

  

  

  

  

 なお、日高エレクトロ

ン㈱への債務保証は連帯

保証であり、当社の負担

額は953百万円でありま

す。 

1,906百万円

――― 

3百万円

1,909百万円

  

  

  

  

 なお、日高エレクトロ

ン㈱への債務保証は連帯

保証であり、当社の負担

額は808百万円でありま

す。 

1,616百万円

781百万円

3百万円

2,400百万円

  

  

  

  

 なお、日高エレクトロ

ン㈱への債務保証は連帯

保証であり、当社の負担

額は880百万円でありま

す。 

1,761百万円

237百万円

3百万円

2,002百万円

        

※３ 有形固定資産減価

償却累計額 
28,537百万円 29,274百万円 28,491百万円

        

※４ 期末日満期手形の

取扱い 

      

   期末日満期手形の

会計処理は、満期日

に決済されたものと

して処理しておりま

す。 

   なお、期末日満期

手形の金額は、次の

とおりであります。 

――― ―――   

  

  

  

  

  

  

(期末日満期手形) 

受取手形 

支払手形 

その他 

    303百万円

102百万円

97百万円

      

※５ 消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受

消費税等は、相殺のうえ

流動負債の「その他」に

含めて表示しておりま

す。 

 同左 ――― 



  

  

(中間損益計算書関係) 

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年６月30日) 

前事業年度末 
(平成17年12月31日) 

※６ コミットメントラ

インの設定 

  

  

  

  

  

  

  

  借入枠 

  借入実行残高 

  差引 

 当社は、運転資金の安

定調達による手元資金の

圧縮及び資金管理業務の

合理化を目的とし、㈱み

ずほコーポレート銀行を

主幹事とし取引銀行８行

との間に融資枠(コミッ

トメントライン)を設定

しております。  

  14,000百万円

  14,000百万円

    ― 

 当社は、運転資金の安

定調達による手元資金の

圧縮及び資金管理業務の

合理化を目的とし、㈱み

ずほコーポレート銀行を

主幹事とし取引銀行７行

との間に融資枠(コミッ

トメントライン)を設定

しております。  

  14,000百万円

  14,000百万円

    ― 

 当社は、運転資金の安

定調達による手元資金の

圧縮及び資金管理業務の

合理化を目的とし、㈱み

ずほコーポレート銀行を

主幹事とし取引銀行８行

との間に融資枠(コミッ

トメントライン)を設定

しております。  

  14,000百万円

  11,700百万円

  2,300百万円

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 固定資産廃却損 
   (主なもの) 

建物 62百万円

   

機械装置 16百万円

   

建物 159百万円

機械装置 182百万円
    
２ 減価償却実施額 

有形固定資産 

無形固定資産 

合計 

  

919百万円

53百万円

973百万円

  

879百万円

53百万円

933百万円

  

1,807百万円

106百万円

1,914百万円

※３ 減損損失 ――― 当中間会計期間におい
て、当社は以下の資産グ
ループについて減損損失
を計上しております。 

――― 

  

  

場所 用途 種類 

新潟県
製造

設備

建物
機械装置 
土地 
その他 

    当社は、管理会計上の
区分等を概ね独立したキ
ャッシュ・フローを生み
出す最小単位として、資
産のグルーピングをして
おります。 
その結果、収益性の低
下等により、回収可能価
額が帳簿価額を下回った
上記資産グループの帳簿
価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減
損損失（135百万円）と
して特別損失に計上いた
しました。その内訳は、
建物46百万円、機械装置
56百万円、土地30百万
円、その他2百万円であ
ります。 
当該資産グループの回
収可能価額は、正味売却
価額により測定してお
り、正味売却価額は、重
要性が乏しいため、固定
資産税評価額を基準とし
て算定しております。 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

  

 （注）１ 普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

    ２ 普通株式の自己株式数の減少は、単元未満株式の買増請求によるものであります。 

株式の種類 
前事業年度末株

式数 

当中間会計期間増

加株式数 

当中間会計期間減

少株式数 

当中間会計期間末株

式数 
摘要 

普通株式（株） 3,503,841 23,999 3,722 3,524,118 （注）１，２ 



(リース取引関係) 
  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引 
(借主側) 

      

(1) リース物件の取得価
額相当額、減価償却
累計額相当額及び中
間期末(期末)残高相
当額 

      

  

その他 

取得価額

相当額 
(百万円)

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末

残高 
相当額 
(百万円)

46  28  18

取得価額

相当額 
(百万円)

 

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円)

 

中間期末

残高 
相当額 
(百万円)

37 26 11

取得価額

相当額 
(百万円)

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高

相当額 
(百万円)

56  35  21

        
(2) 未経過リース料中間

期末(期末)残高相当
額 

      

１年内 

１年超 

合計 

なお、取得価額相当額及
び未経過リース料中間期
末残高相当額は、未経過
リース料中間期末残高が
有形固定資産の中間期末
残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法
により算定しておりま
す。 

9百万円

8百万円

18百万円

同左 

6百万円

4百万円

11百万円

なお、取得価額相当額及
び未経過リース料期末残
高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払
利子込み法により算定し
ております。 

10百万円

10百万円

21百万円

        
(3) 支払リース料及び減

価償却費相当額 
      

支払リース料 

減価償却費相当額 

4百万円

4百万円

4百万円

4百万円

11百万円

11百万円

        
(4) 減価償却費相当額の

算定方法 
リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする
定額法によっておりま
す。 

同左 同左 

    （減損損失について） 
リース資産に配分された
減損損失はありません。 

  



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年６月30日)、当中間会計期間末(平成18年６月30日)及び前事業年度末(平成17年12月

31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第106期 (自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日)平成18年３月31日関東財務局長に提出。 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月１６日

日 本 電 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電工株式会社の

平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本電工株式会社及び連結子会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２１日

日 本 電 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電工株式会社の平成

１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、日

本電工株式会社及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年

１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 
  
追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

霞 が 関 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 剱 持 俊 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 和 夫 

      

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 杉 秀 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 寬 治 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月１６日

日 本 電 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電工株式会社の

平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第１０６期事業年度の中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本電

工株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２１日

日 本 電 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電工株式会社の平成

１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第１０７期事業年度の中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本電工株

式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会

計基準により中間財務諸表を作成している。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

霞 が 関 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 剱 持 俊 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 和 夫 

      

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 杉 秀 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 寬 治 
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